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単純無作為抽出法を用いた高齢者インフルエンザ予防接種の

費用・接種率の調査およびその研究デザインの有用性
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目的 2001年に市区町村による高齢者インフルエンザ予防接種が開始された。公的施策の評価に際

しては，財源，利用率などの動向を迅速に把握することが有用である。本予防接種に関しては

厚生労働省が市区町村を対象とした悉皆調査法によって接種率等の把握を行ってきているが，

本研究では簡便な標本調査法を用いて，全国の費用負担および接種率の平均値の年次推移を明

らかにし，かつ，標本調査法の有用性を検討した。

方法 居住高齢者数が記載された市区町村表が入手できることを利用し，全国の22,671,944人の高

齢者から単純無作為抽出法によって300標本を抽出した。同一市区町村の居住者が接種を受け

る際に伴う費用が同額であることと，市区町村別の接種率は当該市区町村に居住する個人の接

種確率とみなせることを利用し，居住市区町村当局を対象に費用負担と接種率に関する調査票

を郵送法によって実施した。統計分析は分散分析および回帰分析を用いた。

結果 回収率は94.0％であった。1 人当たりの費用の全国平均値の推移（2001–2005年度）は，個

人負担額が1,134円，1,136円，1,139円，1,129円，1,148円；公的負担額が2,972円，2,955円，

2,966円，2,954円，2,941円；全体費用が4,194円，4,169円，4,178円，4,156円，4,142円であっ

た。各費用の年次推移に有意差は認められなかった。接種率の全国値の推移（2001–2004年度）

は29.9％，37.8％，46.1％，49.6％で有意な上昇が認められた。

結論 接種開始以来 5 年を過ぎた高齢者インフルエンザ予防接種の個人負担額，公的負担額，全体

費用（個人負担額と公的負担額の合計）の全国平均値は本研究によって始めて推定された。い

ずれの費用項目の全国平均値の年次推移にも有意な変化がなかった。また，悉皆調査によって

公表された接種率と比較した結果，本研究で考案した単純無作為標本調査法は有用であること

が示された。
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Ⅰ 緒 言

1957年のアジアかぜ大流行を契機に，わが国では，

1962年に小中学校，幼稚園および保育所の児童を勧

奨対象とした「インフルエンザ特別対策」を開始し

た1,2)。その後，予防接種の一層の推進を図る観点

から，1976年には予防接種法を改正してインフルエ

ンザを「一般的な臨時接種」の対象疾病とした。流

行の増幅の場である小中学校のインフルエンザの流

行を抑えることより，社会全体をインフルエンザか

ら守ろうとする考えから学童のインフルエンザワク

チン集団接種が実施されてきた1,2)。しかし，1994
年の法改正では，「このような集団接種は社会全体

における流行防止の効果について判断できるほどの

研究データが十分に存在しない」ことから，インフ

ルエンザは対象疾病から除外され，学童の集団接種

は中止された1,2)。

2001年に，高齢者のインフルエンザ予防接種の導

入を主たる内容とする予防接種法改正が行われ

た3)。法改正により，インフルエンザは新たに設け

られ，個人の発病又はその重症化を防止し，あわせ

てそのまん延の予防を目的とした「二類疾病」とい

うカテゴリーに分類された。予防接種を希望する65
歳以上の者及び一定の基礎疾患を持つ60歳以上65歳
未満の者は，市区町村が行う予防接種を自らの判断

により受けることが可能になった。

政府または地方自治体などが補助金を出して実施
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するプログラムの評価に際しては，プログラムの財

源，利用率，またそれらの推移に関する情報の把握

が有用である。これらの情報によって，プログラム

の利用に影響を与える要素をさらに分析し，政策の

推進や見直しの参考資料となるからである。法律で

は上述した65歳以上の者及び一定の基礎疾患を持つ

60歳以上65歳未満の者の接種費用は市区町村の負担

となっているが，予防接種を受けた者よりその実費

の一部を徴収することができるとされている。費用

負担の設定についてはほとんどの市区町村が保険診

療報酬にならった初診料または再診料，ワクチン

代，注射器等の材料費に技術料を加算して費用を算

出し，医師会がそれを踏まえて料金を設定すること

となっている4)。そのため，接種にかかる被接種者

の個人負担額，市区町村による公的補助額あるいは

公的負担額，およびこれらの費用の合計（以下全体

費用とする）は市区町村で異なっている。

高齢者に対するインフルエンザ予防接種の財源–
すなわち費用負担（個人負担額，公的負担額，全体

費用）について，現在報告されているのは2002年度

シーズンの12大都市の平均5)と，2004年度および

2005年度シーズンの全市区町村の分布6)のみであ

り，全国平均値については報告されていない。ま

た，利用率，すなわち，接種率については，厚生労

働省は2001年度から2004年度の 4 シーズンの「予防

接種法に基づく高齢者に対する接種率｣7,8)として全

国値（以下公表接種率とする）を公表しているほか，

市区町村別接種対象者数と被接種者数も公表してい

る9)。

厚生労働省が把握している被接種者 1 人当たりの

個人・公的負担額の分布，および公表接種率は，市

区町村を対象とした悉皆調査に基づいたものであ

る。一般に，悉皆調査法は，標本調査法よりも費

用，時間および労力を要し，全国的な動向を把握す

る場合にはとくにそうである。そこで，本研究で

は，標本調査によって，高齢者インフルエンザ予防

接種の全体費用，被接種者個人負担額，公的負担額

および接種率の全国平均値の年次推移を明らかにす

ることを第一の目的とする。また後述するように，

本研究では新たに考案した標本抽出法を用いたの

で，その有用性を検討することを第二の目的とする。

Ⅱ 研 究 方 法

1. 抽出方法

標本調査を行う際には，単純無作為抽出法によっ

て標本抽出を行うことが望ましい10～13)。全国調査

においては，これはすなわち，全国民から単純無作

為に標本を抽出することである。しかし，わが国で

はこうした目的にかなう標本抽出枠は容易に利用で

きる形ではまとめられていない10)。理論的には，住

民基本台帳あるいは選挙人名簿などからこうした標

本抽出枠をつくることは可能であるが，実践的には

全国津々浦々に所在する台帳あるいは名簿の管理者

からひとつひとつ許可を得て閲覧することが必要と

なるため，適切な標本抽出枠を作ることは不可能で

あり，単純無作為抽出法による標本調査は実施でき

ない10,11)。

しかし，調査に対する回答が市区町村などの地域

単位に所属する調査客体すべてに対して同一であ

り，かつ，地域単位別調査客体数の入手が可能な場

合，調査客体数の合計を抽出枠とすることができ，

単純無作為抽出法による標本調査の実施は可能と考

えられる。単純無作為抽出が可能であれば，つぎに

考えるのは層化を実施するかどうかである12)。母集

団に関する情報が調査結果に大きく影響を及ぼす可

能性がある場合には，その情報，つまり，「層化項

目」で層化を行った方が精度の向上につながるため

である10,12)。層化するには，標本を抽出するに先立

って，層化基準（調査結果に大きく影響を及ぼしそ

うな特性）で母集団をグループ分けする作業が必要

となる10,12)。これは，すなわち，母集団に関する情

報のうちどれが結果に密接に関係するかを事前に調

べることである。

そこで，本研究は，1)高齢者インフルエンザ予防

接種は市区町村が運営するため，同一市区町村の居

住者が接種を受ける際に伴う費用が同額であるこ

と，つまり，同じ市区町村に居住している個人であ

れば，いずれの個人からも同じ回答が得られ，か

つ，その回答は市町村当局が把握しているという高

齢者インフルエンザ予防接種の特徴があることと，

2)市区町村別の接種率は当該市区町村に居住する個

人の接種確率とみなせること，3)居住高齢者数が記

載された市区町村表が入手できることなどから，単

純無作為抽出で調査を行うことが可能であると考え

た。また，層化の必要性については，高齢者インフ

ルエンザ予防接種の費用に関する調査では，本研究

が最初であるため，現段階では費用項目に関する補

助的な情報がないことと，調査項目が複数あるため

（自己負担額，公費負担額，全体費用），層化に用い

る補助的な情報が全ての調査項目にわたって，同一

の影響を与えるとは限らないことから，層化を実施

せず，単純無作為抽出法で実施した。標本設計及び

調査実施は下記の通りである。

2. 抽出枠

本研究は，実施から 5 年過ぎても明らかになって

いない接種費用の経年の全国値を簡便な方法で推定
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図１ 調査票
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することが主な目的であるため，単一年度の全国高

齢者人口を抽出枠として用いる。インフルエンザ予

防接種が地域保健・老人保健事業報告（地域保健編）

市区町村表第33表「市区町村が実施した定期の予防

接種の対象者数｣9)の調査項目として公表されたの

は2002年度が初めてであるため，本研究は当該年度

の各市区町村の65歳以上高齢者数（計22,671,944人）

を抽出枠とする。人口変化および市区町村合併によ

る調査結果への影響は考察で検討する。

3. 標本サイズ

標本抽出法による高齢者に対するインフルエンザ

接種の費用負担に関する全国調査は，本研究が最初

であり，標本サイズの決定に参考にできる資料がな

いため，標本サイズは，厚生労働省統計表データ

ベースの2002年の地域保健・老人保健事業報告（地

域保健編）のインフルエンザ予防接種の対象者数お

よび接種者数（65歳以上）を用いて，全国2000万あ

まりの高齢者が直面する接種確率の母分散 s02
（0.1042）を求めてから，下記の「1 つの母平均の

検定―母分散が既知の場合」のサンプルサイズの設

計方法14)の式を用いて求めた。

n＝(Za/2－Z1－b

D0
)

2

, D＝(m－m0

s0
)

ただし，n はサンプルサイズ，Za/2, Z1－b はそれぞ

れ基準正規分布の有意水準点と検出力点，m は標本

平均，m0 は母平均，s0 は母標準偏差とする。

a＝0.05, 1–b＝0.9, D0（母平均と標本平均の差/

母標準偏差）＝0.2, s0＝0.104を用いて求めた n は

263であった。回収率を考えて標本サイズを300に
した。

4. 標本抽出および調査用紙の郵送・回収

作業手順は，1)2002年地域保健・老人保健事業報

告（地域保健編）市区町村表第33表「市区町村が実

施した定期の予防接種の対象者数｣9)に記載されて

いる北海道の札幌市から，沖縄県の与那国町までの

各市区町村の65歳以上高齢者全員（計22,671,944人）

に仮想の連番背番号をつけ，実査における母集団名

簿とする。2)コンピューターによって乱数を発生さ

せ，それに基づいて 1 から22,671,944のうち300個
を標本として抽出する。3)市区町村一覧を用いて，

抽出された300標本の居住する市区町村を特定する。

4)特定された210の市区町村当局（300標本は210の
市区町村に居住していた）に調査票（図 1）を郵送，

回収する。合併が行われた市区町村については，当

該年度の予防接種実施主体に記入を依頼した。5)市
区町村からの回答を個人標本に戻す。6)データの集

計・分析を行う。

標本抽出から調査票の回収までの流れは図 2 に示

す。調査期間は2005年12月 8 日から同年12月28日と

した。期間内に返送されなかった市区町村に対し，

2006年 1 月10日から再度電話により依頼を行い，同

年 1 月末日に調査を打ち切った。データの集計・分

析は SPSS10.0を用いた。費用および接種率の年次

推移は分散分析および回帰分析を用いて検討した。

本調査法は一般行政が実施している内容について

の調査であり，特定個人を対象としたものではない

ため倫理規定上は特別な審査は不要である。

Ⅲ 結 果

1. 回収率

300標本（市部居住者227人，郡部居住者73人）の

うち282標本（市部居住者218人，郡部居住者64人）

について回答を得た。回収率は94.0％（282/300）
であった。回答が得られなかったのは18標本（市部



22

図２ 標本抽出から調査票の回収までの流れ図

表１ 高齢者 1 人当たりのインフルエンザ予防接種費用および全国接種率の年次推移

年 度 2001 2002 2003 2004 2005

個人負担額（円)

(n＝252) (n＝260) (n＝262) (n＝263) (n＝264)
平均 1134.1 1135.8 1139.3 1128.9 1147.9
標準偏差 448.9 419.7 400.7 384.1 366.9
95％信頼区間 1078.4, 1189.8 1084.5, 1187.0 1090.6, 1186.1 1082.3, 1175.5 1103.5, 1192.4

公的負担額（円)

(n＝268) (n＝278) (n＝275) (n＝281) (n＝278)
平均 2972.1 2954.9 2965.7 2954.1 2941.2
標準偏差 883.0 806.6 752.5 747.5 720.7
95％信頼区間 2871.9, 3072.8 2859.7, 3050.2 2876.4, 2965.7 2866.3, 3041.8 2856.1, 3026.3

全体費用個人負担額公的負担額円

(n＝249) (n＝259) (n＝260) (n＝263) (n＝263)
平均 4193.9 4168.6 4177.5 4155.9 4141.5
標準偏差 681.7 675.5 638.2 649.1 634.1
95％信頼区間 4108.6, 4278.8 4086.0, 4251.3 4099.6, 4255.4 4077.1, 4234.7 4064.5, 4218.5

接種率（％)

(n＝257) (n＝277) (n＝281) (n＝279) ―

平均 29.9 37.8 46.1 49.6 ―

標準偏差 9.5 8.7 8.4 7.9 ―

95％信頼区間 28.7, 31.1 36.7, 38.8 45.1, 47.1 48.7, 50.5 ―

図３ 高齢者 1 人当たりのインフルエンザ予防接種費用
の年次推移
個人負担額，公的負担額，全体費用（個人負担額
＋公的負担額）のいずれの年次推移にも有意差は
認められなかった
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居住者 9 人，郡部居住者 9 人）であった（図 2）。
2. 接種費用

2001年度から2005年度までの被接種者 1 人当たり

の個人負担額，市区町村による公的負担額およびこ

れらの合計である全体費用の全国平均値の年次推移

は，個人負担額がそれぞれ1,134.1円，1,135.8円，

1,139.3円，1,128.9円，1,147.9円；公的負担額が

2,972.1 円， 2,954.9 円， 2,965.7 円， 2,954.1 円，

2,941.2円；全体費用が 4,193.9円， 4,168.6円，

4,177.5円，4,155.9円，4,141.5円であった（表 1）。

分散分析を用いて検討した結果，各費用の年次推移

に有意差は認められなかった（図 3）。それぞれの

F 値および P 値は，個人負担額 F ＝ 0.050, P ＝
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図４ 高齢者 1 人当たりのインフルエンザ予防接種費用の分布（箱ひげ図）．
（全体費用＝自己負担額＋公的負担額）
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0.995；公的負担額 F＝0.017, P＝0.999；全体費用 F
＝0.175, P＝0.961であった。費用の分布については

各年度とも個人負担額は1,000円から1,200円未満が

最も多く，全体の約70％を占めていた；公的負担額

は3,000円から4,000円未満までが最も多く，全体の

約50％を占めていた；全体費用は4,000円から5,000
円未満までが最も多く，全体の60％以上を占めてい

た（図 4）。
3. 接種率

2001年から2004年度の接種率の全国平均値の年次

推移は29.9％，37.8％，46.1％，49.6％であり（表

1），上昇傾向が認められた（回帰分析 t＝28.4，P＝

0.000）。
4. 副次的な研究結果

1) 市部・郡部別費用負担および接種率

本研究は接種費用および接種率の全国平均値の推

定を念頭に設計した調査であり，地域別集計を行う

ための標本設計ではないため，地域別についての検

討は理論的に不十分である。しかし，標本調査によ

る高齢者インフルエンザ予防接種の費用負担および

接種率などに関する全国的な調査は，本研究が初め

てであるため，今後の調査の参考に，標本の在住す

る市区町村を市部（市と区）と郡部（町と村）に分

け，市部・郡部別の費用負担，接種率の変化を以下

に報告する。

市部・郡部別の2001年度から2005年度までの被接

種者 1 人当たりの個人負担額，公的負担額および全

体費用の全国平均値の年次推移は，個人負担では市

部の1,119.8円，1,121.3円，1,132.5円，1,120.1円，

1,146.7円に対し，郡部が 1,196.8円， 1,195.1，

1,165.7円，1,163.0円，1,152.7円であった（表 2）。
郡部の方が年次平均で47円高かったが，有意差は認

められなかった（F＝2.759, P＝0.097）（図 5）。公

的負担額では市部の3,074.3円，3,048.5円，3,065.0
円，3,042.5円，3,014.0円に対し，郡部が2,858.2円，

2,622.2円，2,624.6円，2,648.0円，2,676.8円であっ

た（表 2）。市部の方が年次平均で418円有意に高か

った（F＝72.2, P＝0.000）（図 5）。全体費用では市

部の4,241.7円，4,211.8円，4,230.6円，4,205.1円，

4,201.9円に対し，郡部が3,976.0円，3,988.1円，

3,964.9円，3,965.3円，3,907.6円であった（表 2）。
市部の方が年次平均で258円有意に高かった（F＝

32.2, P＝0.000）（図 5）。
市部・郡部別の2001年度から2004年度の接種率の

推移では，市部の29.2％，37.0％，45.5％，48.8％
に対し，郡部は32.3％，40.6％，48.2％，52.1％で

あった（表 2）。郡部の方が年次平均で3.2ポイント

有意に高かった（F＝26.8, P＝0.000）（図 6）。

2) 接種費用の設定方式

インフルエンザ予防接種は市区町村が行うため，

費用負担の設定方式は単一ではないことが調査を通

して明らかになった。最も多くみられたのは，個人

負担額と公的負担額ともに定額にする方式である。

つまり，市区町村が被接種者 1 人当たりの個人負担

額を設定すると同時に，医療機関と 1 人当たりの接

種委託費を協議する方式である。回答を得た282標
本が居住する196の市区町村におけるこの方式の採

用割合は2001年度から2005年度で89.8％から92.9％
に増加した（表 3）。そのほかに，医療機関が設定

した接種料金と居住する市区町村が設定した補助額

の差額を被接種者が負担する「差額個人負担方式」

もあった。また，その逆である「差額公費負担方

式」，あるいは集団接種の方式もみられた。これら

の方式を採用した市区町村の割合は各年度とも10％
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図５ 市部・郡部別高齢者 1 人当たりのインフルエンザ
予防接種費用（95％信頼区間）の年次推移

図６ 市部・郡部インフルエンザ予防接種率（95％信頼
区間）の年次推移

表３ 高齢者インフルエンザ予防接種費用の設定方

式とその割合（2001–2005年度) n＝196

年度
方式

2001 2002 2003 2004 2005

個人負担：定額1)

公的負担：定額

168
(89.8)

176
(90.7)

178
(90.8)

179
(91.3)

182
(92.9)

個人負担：差額2)

公的負担：定額

17
( 9.1)

17
( 8.8)

16
( 8.2)

16
( 8.2)

13
( 6.6)

個人負担：定額3)

公的負担：差額
1 0 0 0 0

集団接種 1 1 2 1 1

未実施 6 2 0 0 0

欠損値 3 0 0 0 0

( ）内数値は有効回答数に占める個々の方式の割合（％）で

ある。
1) 市区町村は被接種者 1 人当たりの公的負担額を設定するほ

か，医療機関と被接種者 1 人当たりの接種委託費について

も協議する方式。
2) 市区町村は被接種者 1 人当たりの公的負担額のみ設定する

方式。全体費用との差額は被接種者が負担する。
3) 市区町村は被接種者 1 人当たりの個人負担額のみ設定する

方式。全体費用との差額は市区町村が負担する。
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未満であった。

Ⅳ 考 察

実施主体が市区町村である高齢者インフルエンザ

予防接種プログラムの評価に資するため，本研究は

2001年度から2005年度の費用負担（被接種者 1 人当

たりの個人負担額，市区町村による公的負担額，お

よびこれらの合計である全体費用）の全国平均値，

年次推移および2001年度から2004年度の全国平均接

種率，年次推移の推定を第一の目的とし，標本調査

法を用いて推定した。

接種開始以来 5 年を過ぎた高齢者インフルエンザ

予防接種について，本研究は下記のことを明らかに

した。1)個人負担額，公的負担額，全体費用のいず

れについても全国平均値の年次推移に有意な変化は

なかった。2)接種率は年々上昇している。また，副

次的な結果ではあるが，3)市部・郡部別のいずれの

費用も，全国平均値の年次推移と同様有意な変化は

なかった。4）市部・郡部別の接種率ともに全国接

種率と同様年々上昇している。5)市部と郡部を比較

すると，全体費用と公的負担額については，前者が

後者より高く，個人負担額は両者間に有意差が認め

られなかった。また，接種率については郡部が市部

より有意に高かった。

インフルエンザ予防接種の実施開始時から，個人

負担額に有意な変化がなかったにもかかわらず，接

種率が上昇した理由として下記のようなことが考え

られる。1)一般に新しいサービスの導入に伴ってみ

られる普及効果によるもの15)。たとえば，時間の経

過やメッセージの伝達などによってプログラムが広

く周知されてきたこと。2）個人のリスクに対する

認知の変化によるもの16～22)。たとえば，わが国で

の2002年，2003年のSARS流行や，近年の鳥インフ

ルエンザに関する報道によって，感染ルートや名称

が類似するインフルエンザに対する関心が高まり，

インフルエンザに対する認知が変化したこと。先行

研究では個人のリスクに対する認知の変化が

HIV19)，小児麻疹20)などの予防に正の影響を与える



2626 第55巻 日本公衛誌 第 1 号 2008年 1 月15日

と報告されているほか，高齢者のインフルエンザと

肺炎球菌ワクチンの需要に関する研究では，感染確

率の上昇，死亡率の増加などの流行情報が，1 年を

過ぎても予防接種の需要に正の影響を与えると報告

している22)。これらのことが接種率の上昇に寄与し

たと考えられるが，更なる分析が必要である。

また，副次的な結果から，個人負担額に有意差が

認められなかったにもかかわらず，接種率では市部

より郡部のほうが高かった。わが国の老人保健事業

である胃がん・肺がん・大腸がん・子宮がん・乳が

んなどの検診受診率においても同様な傾向が報告さ

れている23)。その理由としては，コミュニティのあ

り方あるいは行政のかかわり方などが挙げられる

が，本研究の標本設計は地域別の比較を念頭にした

ものではないため，今後は自治体の実況をより反映

できるような標本設計，たとえば，政令市，県庁所

在地，中核市と郡部などに分け，更なる分析を要

する。

第二の目的は，本研究で考案した標本抽出法，す

なわち，市区町村表を利用した単純無作為抽出法に

よる標本調査法の有用性を検討することである。

単純無作為抽出法の方法論はすでに確立されてい

る10～13)ため，本研究で用いた標本抽出法の有用性

については，1. 悉皆調査法によって調査され厚生

労働省統計表データベースシステムのデータとの比

較，2. 市区町村を抽出枠とし，全市区町村の抽出

率を高齢者人口規模であらかじめ調整する場合との

比較，3. 本研究の限界を検討しながら，議論を

行う。

1. 悉皆調査法との比較

標本調査法の最初の作業は，悉皆調査には必要の

ない標本抽出である。この作業は，居住高齢者数が

記載されている市区町村表9)の利用とコンピュー

ターの使用で簡単に行える。

つぎは，標本抽出後の作業である。本研究の標本

抽出法では，調査票の記入を市区町村に依頼するた

め，標本抽出後は，抽出された標本が居住する市区

町村の行政所在を調べ，調査票を郵送する作業があ

る。これには，（財）地方自治情報センターのホー

ムページにある「地方公共団体コード住所一覧」が

利用できる。抽出された300の標本は210の市区町村

に居住していたため，リスト作成や郵送に伴う時

間，労力と費用は，全国2000あまりの市区町村を対

象とした悉皆調査に比べ，小さいと考えられる。

続いて，データの確認および未回答の場合の再依頼

作業についてである。この作業は誤差と関連するた

め，重要な作業であり，統計調査を行うに際して，

誤差が生じるのは一般的である10～13)。誤差には，

抽出に伴う標本誤差と実際に調査を実施する過程で

生じる非標本誤差がある10～13)。悉皆調査には標本

誤差は存在しないが，調査規模が大きくなればなる

ほど非標本誤差が生じやすくなる10～13)。一方，標

本調査には標本誤差，非標本誤差とも存在する。標

本誤差については単純無作為法を用いた場合，標本

誤差は数理的に見積もることができるが，回収率が

100％ではない場合，調査精度が影響を受ける24)。

このことを踏まえて，われわれは厚生労働省統計表

データベースシステム（以下データシステムとする）

に公開されているデータと，本研究の調査で得た

データの照合を行い，両方法のそれぞれの誤差につ

いてチェックした。

データの照合は，つぎのように実施した。まず

は，データシステムに公開されている2002年度から

2004年度の年度別「市区町村が実施した定期予防接

種の対象者数｣9)および「市区町村が実施した定期

予防接種の接種者数｣9)から，本研究の調査に回答

した282標本（196市区町村）に対応する「市区町村

表データセット」を作成したのち，それぞれのセッ

トの接種率（以下市区町村データセット接種率）を

求めた。つぎは，この282の市区町村表データセッ

ト接種率と我々の調査した282個の接種率とを照合

した。その結果，282ペアの接種率のなか，乖離が

10ポイントを上回ったペア数は，2002年度で29件
（10市区町村），2003年で20件（13市区町村），2004
年で17件（13市区町村）であった。この乖離につい

て検討を加えたところ，市区町村表データセットに

おいて，接種者数が対象者数を上回ったために接種

率が100％を越えたものや，明らかな入力違いによ

って接種率が著しく低いデータが確認された。これ

はつまり，悉皆調査に生じやすいといわれている非

標本誤差が認められたことである。一方，標本調査

法で得た本研究のデータについては，我々は，回収

データから求めた接種率が著しく高いかまたは低い

場合は電話で確認作業を行い，データの正確性の確

保に努めたため，非標本誤差は最小限にできたと考

えられる。ただし，接種率が外れ値と解釈されない

場合のデータの誤りの把握は悉皆調査も，我々も両

者どちらの場合でも難しいと考えられる。

標本誤差については，上述したように，単純無作

為法を用いた場合，標本誤差は数理的に見積もるこ

とができるが，我々の調査の回収率は100％ではな

いため，調査不能標本（全体の 6％を占める）によ

る調査精度への影響は否定できない。一方，悉皆調

査では2002年から2004年の年度順でそれぞれ10件
（n＝3235），12件（n＝3155），14件（n＝2545）の

未記入が確認された。つまり，標本誤差がないと思
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われる悉皆調査にも未回答による影響が否定でき

ない。

実際，本研究が推定した2001年度から2004年度の

推定接種率（95％信頼区間）29.9％（28.7％，31.1％），

37.8％（36.7％，38.8％），46.1％（45.1％，47.1％），

49.6％（48.7％，50.5％）に対し，同年度順の公表

接種率は27.4％，35.0％，45.0％，47％4,5)であっ

た。二つの推定値に差がみられたことは，これまで

比較してきた両方法のそれぞれの限界によるものと

考えられる。

以上のことから，本研究で考案した標本調査法は

一般に標本調査にみられる標本誤差は避けられない

ものの，非標本誤差の水準の維持や，調査作業に伴

う時間，費用，および労力の負担などにおいては，

いずれも悉皆調査に明らかに劣ることはなく，有用

であることが示された。

2. 市区町村を抽出枠とし，全市区町村の抽出率

を高齢者人口規模であらかじめ調整する場合と

の比較

研究方法にも述べたように，高齢者本人を調査客

体にしながら，調査用紙の記入を市区町村に依頼す

るという本研究の方法を可能にしたのは，高齢者イ

ンフルエンザ予防接種が，1)調査に対する回答が市

区町村に在住する高齢者すべてに対して同一であり，

2)市区町村別高齢者数の入手が可能という二つの条

件を満たしたためである。これらの条件によって，

抽出された300の個人標本の居住する210の市区町村

から得た回答を，再び300の個人標本レベルの回答

に戻すことができた。そのため，単純無作為抽出の

実施が可能であった。したがって，本研究の方法

は，一般によく用いられる市区町村を調査客体と

し，全市区町村の抽出率を高齢者人口規模であらか

じめ調整するデザインとは，重み付けの方向とタイ

ミングが前後しているが，いずれの方法の標本平均

と標本分散も母平均と母分散の不偏推定値である。

また，単一年度の全国高齢者人口を抽出枠として

用いるため，人口の変化および市区町村合併による

抽出標本の不安定性についての両方法の比較は，以

下のように考察する。全国の市町村数及び高齢者人

口が年度ごとに変化しているため，いずれの枠を用

いても，標本の不安定性が避けられない。しかし，

近年の市区町村の合併状況を考えると，全国平均値

の経年変化を調べるには，変動の大きい市区町村を

抽出枠とするデザインより個人を抽出枠とするデザ

インの方がその影響が小さいと考えられる。

3. 本研究の限界

本研究には以下の限界が考えられる。1)一部の自

治体は，生活保護世帯の者や市民税非課税世帯の者

に自己負担なしの予防接種を提供しているため，自

己負担額および公費負担額の推定値に影響を与える

可能性があると考えられる（全体費用の全国推定平

均値への影響はない）。しかし，対象者数が多くな

い（2004年度で約 2％25)）ため，その影響は限定的

と考えられる。2)本研究は厚生労働省が公表する市

区町村表の65歳以上高齢者人口を抽出枠としたた

め，市区町村表の記載に不備があれば，本研究の精

度も影響されるであろう。

Ⅴ 結 語

接種開始以来 5 年を過ぎた高齢者インフルエンザ

予防接種の個人負担額，公的負担額，全体費用（個

人負担額と公的負担額の合計）の全国平均値は本研

究によって初めて推定された。いずれの費用項目の

全国平均値の年次推移にも有意な変化がなかった。

また，悉皆調査によって公表された接種率と比較し

た結果，本研究で考案した単純無作為標本調査法は

有用であることが示された。

2001年の改正法附則第 2 条に，実施後 5 年を目途

とした検討規定が盛り込まれ，必要があると認めら

れるときは法の規定について検討を加え，その結果

に基づいて所要の措置を講ずることが明記されてい

る3)。検討項目には疾病の流行状況，接種率，接種

による被害の発生状況などが挙げられた3)。この附

則の規定を受けて，「予防接種に関する検討会」が

2004年10月15日から2006年 3 月24日まで延べ12回開

催された。その結果，「高齢者のインフルエンザ予

防接種は現行どおり希望者に対して行うのが適当」

と意見が一致した26)。接種費用，接種率をはじめ本

研究によって得られた知見は，保健医療サービスの

利用率に影響を与える要因分析（たとえば，対象者

1 人当たりの納税額，居住地域の医療施設数・医療

従事者数，地方自治体が独自で行われる他の予防接

種の有無など）に有用であろう。

2006年に開かれた「第12回予防接種に関する検討

会」議事録に，「接種率の正確な評価を行えるよう

な共通指標の構築について」の議題について，以下

のような記載があった：「全数の把握には時間を要

しますので，新しいワクチン，例えば MR 混合ワ

クチンの導入の際には，これらの報告制度とは別

に，短時間で把握が可能なサンプリング方式による

接種率の調査を行うことも検討する必要があ

る｣27)。各実施主体別の対象者数と被接種数の把握

が可能であれば，本研究に用いた標本抽出法で全国

値を経年的に調査するには上述した限界があるもの

の，本研究の調査項目のように，調査に対する回答

が地域単位に属する調査客体レベルで同一あり，か
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つ地域単位別調査客体数の入手が可能という二つの

条件を満たす場合の他の公的プログラムの何ら母数

の推定に応用できるであろう。とくに早期把握が求

められる単年度の調査に十分適用できるものと考え

られる。また，副次的な調査結果である市部・郡部

別の費用および接種率に関する情報は，今後の調査

における標本設計に有用であると考えられる。

本研究は平成17年度厚生労働科学研究費補助金新興・

再興感染症研究事業，「インフルエンザをはじめとした，

各種の予防接種の政策評価に関する分析疫学研究」（主任

研究者：大阪市立大学大学院医学研究科公衆衛生学教授

廣田良夫）の研究の一環として実施されたものである。

趣旨をご理解頂き，本調査にご協力いただいた市区町

村の担当者の皆様に深く感謝を申し上げます。
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Study on pricing and uptake rate of influenza vaccination for the elderly in Japan
with a simple random sampling method

Shu-Ling HOSHI*, Masahide KONDO2* and Ichiro OKUBO2*

Key words：In‰uenza vaccination, elderly, price of vaccination, vaccination uptake rate, study design,
simple random sampling

Purpose In 2001, Japan launched a nationwide subsidy program for in‰uenza immunization of the elderly,
whose implementation was devolved to municipalities. Rapid appraisal of the ˆnancial impact and
utilisation are helpful for evaluating public programs. The government appraised uptake rate with a
resource-consuming complete survey. In the present study, the authors carried out a simple and easy
sample survey, with a simple random sampling method, to estimate averages of co-payment, subsidy,
and total price for one vaccination. The utility of a simple random sampling method for a nationwide
survey is also discussed.

Method A total of 300 individuals were randomly selected from about 22 million senior citizens in the 2001/2
season. A questionnaire is sent to their municipal authorities, inquiring about the price of vaccina-
tion, the target population size, and the numbers of vaccinated seniors from 2001/2 to 2004/5. An-
nual changes and the diŠerences between urban and rural areas were examined with analysis of vari-
ance and regression analysis.

Results The response rate is 94.0％. Nationwide average prices of vaccination in terms of co-payment, sub-
sidy, and total price changes from 2001/2 to 2004/5 were as follows: the co-payments were ¥1134,
¥1136, ¥1139, ¥1129 and ¥1148; the subsidies were ¥2972, ¥2955, ¥2966, ¥2954 and ¥2941; and the
total prices are ¥4194, ¥4169, ¥4178, ¥4156 and ¥4142. No statistically signiˆcant diŠerences were
found in the annual rates. Vaccine uptake rates from 2001/2 to 2003/4 were 29.9％, 37.8％, 46.1％,
49.6％, showing a statistically signiˆcant increase.

Conclusion These are the ˆrst estimates of price and uptake rates of in‰uenza vaccination for the elderly in
Japan by a sample survey method. The results demonstrate that the co-payment, subsidies, and the
total price have not changed signiˆcantly since the program started, but that uptake has improved.
The results also suggest that simple random sampling methods are useful for rapid appraisal of the
nationwide trends with public programs devolved to municipalities.
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2* Department of Health Care Policy and Management, Graduate School of Comprehensive Hu-
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